
○直接事業費に、人件費などの間接経費、非現金費用である
減価償却費を加算しコストを計算する。

○建物について、固定資産台帳から給食用途と特定出来れば
問題ないが、特定できない場合、本校舎と給食室の床面積
を使い按分計算した。

○備品について、固定資産台帳を確認し、調理室部分と給食
に使用する備品を小・中ごとに特定した。

○給食事業に係る人員数を特定し、全体から計算した平均単
価に人員数を乗じて計算した。退職手当については、現金
ベースではなく退職手当引当金繰入額をコストとして認識し
た。

事業別セグメント分析取組事例⑦（大阪府大東市）

○小中学校給食事業に係る間接費、減価償却費等を含めたコスト等の「見える化」を行い、他団体とも比較し、財政運営を検
討することを目的とする。

分析の目的

取組概要

○実施計画事業調書における、評価の精緻化につなげる予定。
○コスト面のみならず、満足度を数値化する必要があるが十分な検討が必要。
○他団体との比較が課題であるが、同じような取り組みをしている他団体と比較する方向性を検討する必要がある。

今後の課題・展望等

○人件費や減価償却費を加えたより適切なコスト分析が出来た。
○中学校のランチボックス委託方式については、平成25年度中にまとまった施設、備品整備を行ったため、予想よりも減価償

却費が多額となりコスト高となっていることが分かった。減価償却費の認識は有用である。
○コスト計算の全体構造を概ね確立出来た。

セグメント分析結果

コスト計算の全体構造 単位：円
直接事業費 円
間接事業費 円

非現金 減価償却費 円
円
円
円
円
円
人
食
円
円

非財務情報 児童数
給食数

単位当たり
コスト

児童１人あたりコスト
１食あたりコスト

財務情報

費
用

現金

合計(A)

収
入

給食費
国・都道府県支出金

合計(B)
純行政コスト(A-B)
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